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はじめに 
 

 

平成19年の食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律の改正では、同法第２条第４項

に規定される食品関連事業者において、業種ごとの再生利用等の実施率目標と、個々の食品

関連事業者に対する実施率目標が設定された。また、循環型社会形成推進基本法を受けて発

生抑制を最優先すべきとの観点から、「再生利用等」のうち発生抑制のみを単独で評価する

目標を設けることとされた。 

発生抑制を推進する上では、食品廃棄物の発生状況や現状の取組・対策について、現場の

実情を把握した上で、効果的かつ実現可能な取組を提案していくことが必要である。食品の

流通を工程ごとにみると、食品製造業など上流側では発生抑制も自主的な取組として推進さ

れているのに対し、小売店など消費者と直に接する業種では、品切れやサービス低下等の評

価を避けるため、常時補充や品揃えの充実等を重視する傾向があり、こうした消費者の要望

を推し測った対応が、廃棄ロスの大きな要因となっていると考えられる。 

このような背景から、本調査では小売業の中でもスーパーマーケットに着目し、販売側の

取組と消費者側の購買意識とを把握することによって、発生抑制に効果的な販売方法を見出

すことした。また、食品産業における今後の発生抑制推進に向けて、どの品目の食品廃棄物

がどの段階で多く発生しているかを把握することが有効であることから、昨年度調査で得ら

れた食品製造業から外食産業までの品目別フローについて、尐しでも実態に近づけるための

見直しを行い、推計方法を提案した。 

調査に際しては、前年度に引き続き「平成21年度食品廃棄物等の発生抑制対策推進調査業

務検討会（座長：石川雅紀 神戸大学大学院 教授）」を設置し、貴重な御意見をいただいた。

なお、検討会では発生抑制に資する効果的な販売方法の検討を中心に議論が行われたため、

食品フローの見直しについては試案としての提示となっている。 
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１．調査の目的と方法 

１－１ 調査の目的 

 

食品リサイクル法第２条第４項に規定される食品関連事業者から排出される食品廃棄物等

の発生抑制を推進するため、食品関連事業者における発生状況や現状とられている発生抑制

対策を把握するとともに、食品購入に係る消費者の原理や、これを踏まえた食品廃棄物の発

生抑制に寄与する消費行動のフィージビリティを更に調査・検討することを通じて、食品廃

棄物の発生を抑制する販売（サービス提供）方法・購入方法を整理し、食品廃棄物等の発生

抑制に資する食品関連事業者及び消費者の行動形態の変革を促すための効果的な方策の検討

を行うことを目的とする。 

 

 

１－２ 調査の内容と実施方針 

 

昨年度の調査では、食品製造業から外食産業までの一連の流れの中で、食品廃棄物がどこ

でどのように発生しているかを発生要因別に調査した。今年度は、消費者と直に接する小売

業（特にスーパーマーケット）に着目し、サービスや売り上げ低下を招くことなく効果的に

発生が抑制される方法を探るため、消費者の意識や行動パターンを踏まえた発生抑制対策を

見出すこととした。 

また、昨年度の報告書で提示された品目別のフローについては不明な点も見られたため、

今年度の調査の中で、品目別のフローについて可能な範囲で補足調査を行った。ただし、検

討会では品目別フローの推計方法に関する十分な議論を行えなかったことから、本報告書に

おいては、推計方策の検討結果を試案として提示することとした。 

 

（１）発生抑制に資する効果的な方法の検討 

店舗における販売方法の工夫や消費者の意向をヒアリング・アンケート・店舗での実態調

査等により調査し、発生抑制のための効果的な方法を検討した。 

 

① 小売店に対するヒアリング調査 

販売ロスを最小限にしつつ、廃棄ロスを削減するために行っている取組について、５社に

対するヒアリング調査を実施した。調査対象は５社であり、ヒアリング①については全５社

の本社に、ヒアリング②については２社（本社及び店長）に対して行った。 

 ヒアリング①では、販売店による取組の全体像を把握するため、「仕入れ」「調理段階」

「保管段階」「販売段階」の段階ごとに廃棄ロス削減のための方策を尋ねた。 

 ヒアリング②では、消費者に対する調査結果も踏まえて、「発生抑制のために効果的な

具体策」を見出すことを目的として、より具体的な内容や消費者のニーズに対する実現

の可否や販売側としての意見等を尋ねた。 

 



 

 

表 1-1 小売店に対するヒアリング調査項目 

調査項目 具体的な調査内容 

基本情報 企業規模、店舗の展開状況、店舗の営業時間、店舗の主な立

地場所など 

食品廃棄物等の食品分類別、発

生要因別の発生状況 

食品廃棄物等の発生量の把握状況、把握方法や把握頻度、食

品分類別／発生要因別の廃棄ロス率（年間平均値）の把握状

況など 

食品廃棄物等の発生抑制に関す

る具体的な取組 

仕入過程／調理過程／保管過程／販売過程 毎の食品廃棄物

等の発生抑制に関する具体的な取組（例えば、食品のバラ売

り、尐量パックの販売、値引き販売・・・） 

 

② 消費者に対するアンケート調査（第１回インターネットアンケート） 

小売店のヒアリング調査では、発生抑制のためには「見切り販売」が効果的であるという

意見が挙げられた。そこで、スーパーマーケットにおける見切り販売への対応を中心に、消

費者の購買行動や販売店に対する要望などの概要を把握するための予備調査と位置付け、自

由記述の割合を増やして実施した。 

表 1-2 第１回インターネットアンケートの調査項目 

調査項目 具体的な調査内容 

属性 性別、年代、既婚／独身、家族構成 

買い物時の特性 近隣の店舗数、買い物に行く頻度、時間帯、店舗を選ぶ基準 

値引き品に対する反応 品目ごと（10 品目）の値引き品の購入有無 

値引き品を買う基準／買わない理由 

買い物に関する行動特性 買ったものの使いきれずに捨てることが多い物とその理由 

スーパーでの販売方法に関する意見（自由記述） 

 

③ グループインタビュー 

一般に、アンケートでは質問の設計時に選択肢を設定するため、選択肢以外の（想定外の）

答えを得にくい。そこで、スーパーマーケットに対する一般的な意識・要望として把握する

ことを目的とし、想定外の回答も含めた有効な発生抑制方法を探るため、「グループインタビ

ュー」を行った。調査は、40 代と 50 代後半の２グループ、各５名を対象として実施した。 

表 1-3 グループインタビューの主な話題 

・ 通常の買い物パターンとその理由 

・ 店を選び方とその理由 

・ 販売方法に関する意見・要望（品ぞろえ、陳列方法、販売単位等） 

・ 値引き品に対する反応・意見 

・ 商品等の情報提供等に関する意見 

・ 環境に対する意識 

 



 

 

④ 発生抑制のために効果的な仮説の立案 

①～③の調査から「販売側の傾向」と「消費者側の傾向」を整理するとともに、発生抑制

のために「販売店側が独自に行える項目」と「販売店と消費者の調整により廃棄ロス削減の

余地のありそうな項目」を抽出した。 

このうち、「販売店と消費者の調整により廃棄ロス削減の余地のありそうな項目」について

は、具体的な方法や実施の可能性を、店舗での実証実験（行動調査）とアンケートより検証

することとした。 

 

⑤ 店舗での実証実験（行動観察） 

買い物時の行動として、まだ十分に消費期限があり、値引きの対象にはならない商品につ

いて、新しいものから（棚の奥から）取る傾向が見られ、結果的に売れ残りにつながる可能

性がある。 

そこで、商品選択の際の日付に対する感度を、品目ごとに調査した。また、消費者のこう

した行動を改善する方法を見出すため、複数の消費期限（日付）の商品のうち古い方に目印

となるシールを貼り、情報提供やインセンティブの付与を行うとともに、日付に対する考え

方を把握するためのインタビューを行った。 

 

表 1-4 店頭での実証実験の内容 

項目 内容 

概要把握 対象 10 品目について、日付ごとの廃棄量・売れ方等を、曜日毎に計測 

詳細調査 新しいものから売れていく傾向のある商品について、より詳細に調査 

・環境配慮行動として、手前からとることの意味をチラシで掲示 

・同一商品で複数の消費期限が早く来るものにポイントシールを貼付 

・シールを貼ることによる商品選択行動の変化を観察 

・買い物客に対するインタビューの実施 

⑥ 消費者に対するアンケート調査（第２回インターネットアンケート） 

④で立てた仮説について、インターネットアンケートにより、属性別の考え方・購買傾向

等を解析した。 

 

表 1-5 第２回インターネットアンケートの調査項目 

調査項目 具体的な調査内容 

属性 性別、年代、家族構成、居住地 

買い物パターン 食品を買いに行く店と目的、曜日、時間帯とその理由 

献立の決め方と買い物パターンとの関係 

店舗での販売方法と購買意欲と

の関係 

食品の分類ごとの販売促進方法と購買意欲との関係 

食品の品目ごとの販売単位と購買意欲との関係 

環境配慮項目と商品の選択基準

との関係 

品目ごとの製造日・消費期限等に対する考え方 

商品選択基準、商品選択基準に対する環境配慮項目の順位 

環境に配慮した販売を広めるための有効な方法 



 

 

発生抑制に資する効果的な方法に関する調査の全体概要 

 

 

 

小売店ヒアリング① 

【目的】 

・店側が廃棄ロスを削減

するために行っている

取組の整理 

【実施概要】 

・実施時期：10-12 月上旬 

・対象：４社（チェーン

ストア協会の会員企業） 

 

⇒参考資料Ⅰ 

仮説の検証(1) 

インターネットアンケート② 

【目的】 

・各仮説をより具体的な取組に

落とすために、消費者側の一

般的な購買傾向やニーズを

把握する 

【実施概要】 

・実施時期：3/13-15 

・対象：500 名（全国） 

・質問数：20 問 

 

 

 

⇒参考資料Ⅴ 

 

グループインタビュー 

【目的】 

・消費者の購買心理(構造)を

探ることによる、新たな削

減方策の見出し 

【実施概要】 

・実施時期：1/24,25 

・対象：40-60 代主婦 11 名 

（名古屋市内在住） 

 

⇒参考資料Ⅲ 

 

インターネットアンケート① 

【目的】 

・消費者の買い物行動(特に

見切り品に対する反応)や

販売店に対する要望等に

関する予備調査 

【実施概要】 

・実施時期：12/19-22 

・対象：500 名（全国） 

・質問数：11 問 

⇒参考資料Ⅱ 

 

発生抑制のために効果的な仮説の立案 

仮説の検証(2) 

実証実験(行動調査) 

【目的】 

・仮説のうち、これまでに実施

された実績がない項目につ

いて、社会実験の位置付けで

実施し、データを収集する 

【実施概要】 

・実施時期：2/27-3/12 

・実施場所：アピタ千代田橋店 

（名古屋市） 

・内容：日付の新しい商品から

選ぶ消費行動を見直すため

の方策の検討 

⇒参考資料Ⅳ 

 

発生抑制のために効果的な具体策 
 

 

 

 

 

 

【消費者側の傾向】 

・ライフスタイルやその時々の都合に合わせて店を選び､

時には計画的に､時にはきまぐれに商品を選ぶ 

・お得なものには敏感だが､安全性や品質にも関心が高い 

・品物選びのポイントは品目によって異なる(購入頻度､消

費までの期間､価格帯等) 

【販売店側の傾向】 

・各社の基本ルールに基づき､機会ロスと廃棄ロスを最小限

にするための仕入れ量､販売価格､販売方法を検討。それ

らは店舗のノウハウ(販売技術)である 

・｢仕入｣｢調理｣｢保管｣｢販売｣の段階ごとの取組のうち｢販売

段階｣では消費者のニーズ把握が重要 

【販売単位】 

・ばら売り･量り売

り･複数種のパッ

ケージの定着⇒販

売単位と価格との

関係 

【見切り・値引き】 

・その日に食べるも

のの値引きは効果

的⇒適切な値引き

のタイミング 

【情報提供】 

・商品に対する情報

提供のニーズが高

い⇒どの程度の情

報提供が有効か 

【消費期限】 

・同じならば新しい

ものを選ぶ⇒機会

ロスと廃棄ロスの

バランス 

【環境意識】 

・価格･品質が優先､

環境にも関心はあ

る⇒システムとし

ての定着化が重要 

販売店と消費者の調整により 

廃棄ロス削減の余地のありそうな項目（仮説）の抽出 

販売店において有効な取組 

・発注精度の向上 

・消費者ニーズに合わせた販売単位の検討 

・消費期限の迫った食品の適時値引き 

・商品に対する情報提供       等 

消費者サイドで留意すべき項目 

・使い道を考慮した適量購入 

・実際の消費までの時間の把握    等 

販売側と消費者側の調整による廃棄ロス削減の

余地がありそうな項目 

・効果的な情報提供・わかりやすい説明 

・参加しやすい仕組みの構築     等 

仮説１ 仮説２ 仮説３
￥３ 

仮説４ 仮説５ 

小売店ヒアリング② 

【目的】 

・消費者調査の結果も踏

まえて、より具体的な

手法や消費者の意見に

対する考え方等の把握 

【実施概要】 

・実施時期：1-2 月上旬 

・対象：２社（①と重複

する１社を含む） 

⇒参考資料Ⅰ 

 

仮説６ 



 

 

（２）食品廃棄物等の発生状況調査 

昨年度の調査において「食品廃棄物等の発生状況」は、生産、製造、卸売、小売、外食と

いった一連の食品産業の流れの中で、食品廃棄物の削減余地がどこにあるかを品目別に見出

すことを目的として実施した。しかしながら、推計した食品フローでは、「14 品目の段階ご

との流通量に関して一律の比率を用いて推計しており、品目別の傾向が見えない」「流通量の

推計手順がトレースできない」といった課題があった。 

そこで、できるだけ品目ごとの実態にあったフローとするため、品目の選定、使用する統計

データの妥当性等を検討し、改善の方向性を提案した。 

 

表 1-6 食品廃棄物等の発生状況調査の実施方針（フォローアップ提案） 

・ 生産から外食産業までの流通状況について、「農林水産統計：平成 19 年食品産業活動実態

調査（国内事業所調査）」で分類されている６類型（精穀類・野菜・果実・水産物・畜産物・

加工食品）及び全食品の合計値（食品計）の「業種別・仕入先別仕入額」のデータを活用 

・ 上記類型ごとに流通割合を設定し、当該品目に関連する統計データを代入することで、そ

の他のデータを推計する。 

・ 今年度の調査では推計方法の見直しに重点をおき、推計手順を明確にしておく。合わせて、

今後このデータを有効活用するための留意事項等を添える。 

 



 

 

２．「発生抑制に資する効果的な方法」に関する実態調査 

２－１ 小売店における発生抑制対策（詳細は参考資料Ⅰ） 

 

（１）スーパーマーケットの商いに関する基本認識 

…始めに、廃棄ロスに対するスーパーの考え方についてヒアリングを行いました。

廃棄ロス削減と売上の向上とは密接な関係があることがわかります。 

 

 廃棄ロスの一番の要因は「仕入れ過ぎ」 

廃棄ロス削減には発注の正確性を高めることに尽きる。販売の機会ロスを生じさせないた

めにはある程度の品揃えは不可欠であるが、前年同月データ、天候に加え、当該店舗周辺

の他店の状況も踏まえ、顧客のニーズも踏まえた品揃えを行うことが有効である。 

 

 売場をよく観察し、適時適切な対応を行うこと 

売り場を良く見て、適時適切な対応をしているかどうかも重要である。例えば、時間帯ごと

の売れ筋商品の位置を変える、玉ねぎが１袋 198 円で全然売れていなければ、158 円にする

（見切りではなく、売価の見直し）など。 

 

 価格設定のポイントは「顧客満足」と「利益確保」のバランスをとること 

価格については「お客様が納得される金額の範囲で一番高い金額設定をできるかどうか」

であり、それが商売の醍醐味といえる。単に安くすれば良いというものではない。 

 

 「ばら売り」と「袋売り」には各々のメリットがある 

ばら売りにすると手で触れる機会が多くなり、痛みやすい。袋売りにした方が（痛みによ

る）廃棄が減るのは事実だが、お客様はばら売りが好まれる。このバランスをどこでとる

かは、店舗の考え方による。 

 

 客層や業態、企業の考え方によって様々な売り方は異なる 

値引きしても売り切るのと、値引きせず廃棄ロスを出すのとで、どちらにメリットがある

と考えるかは、店（企業）ごとの考え方が影響する。 

また、客層によっても有効な売り方は異なる。例えば、「卵の特売」が全ての店で有効とは

限らず、ブランドの卵を数十円割引する方が喜ばれる店もある。こうした特徴は、「立地条

件」「店舗規模」「営業時間」等によっても異なる。 

 

 



 

 

（２）店舗での取組の状況 

…次に、廃棄ロスを削減するために、小売店が行っている対策についてまとめてみ

ました。具体的な取組については、「残りそうな品目を売り切るための方策」と

いう観点でヒアリングしましたが、見切り品となってからはコストをかけた対応

が困難であるため、「売れ残らないような」「より売れるための」販売方法である

と考えられます。 

 

①段階別の取組 

 仕入段階 

項目 具体的な内容（実施権限、手法等） 取組度合・効果等 

発注制度の向上 ・過去のＰＯＳデータ、競合店のチラシ、天候や歳時・

行事・周辺でのイベントなどの情報を総合的に勘案

した発注量の検討 

・売場、バックヤード在庫の確認、売上実績販売計画

等の作成 

・手法に関するマニュアル・文書の作成 

｢重要｣「当然のこ

と」という認識が高

く、各社の工夫によ

り行われている 

仕入済み商品の

仕入れ 

・メーカーやグループ企業から米飯、総菜、サラダ等

を仕入れて販売 

一般的に行われて

いる 

 

 調理段階 

項目 具体的な内容（実施権限、手法等） 効果・重要度等 

調理方法の改善 ・鮮魚や野菜など生鮮食品を惣菜や切り身等に調理す

る場合の歩留まりを高める 

・魚のあら等については、調理方法を提示することで

商品化する 

必要性は認識され

ており、実施されて

いるが、歩留まりに

は限界がある 

 

 保管段階 

項目 具体的な内容（実施権限、手法等） 効果・重要度等 

在庫管理 ・適正在庫”を目指し余計な在庫は極力持たない 

・前年のＰＯＳデータ、天気や周辺でのイベントなど

の情報を総合的に勘案しながら、販売量を想定して

惣菜等を準備 

・マニュアル・文書の作成 

大手スーパーでは

一般的に行われて

いると考えられる 

 

 販売段階 

項目 具体的な内容（実施権限、手法等） 効果・重要度等 

販売単位の工夫 ・商品の種類や状況に応じた販売形態の採用 

・消費者が適量購入できるような販売単位（１個／２

廃棄ロス削減より

も消費者ニーズに



 

 

項目 具体的な内容（実施権限、手法等） 効果・重要度等 

個／３個）のパッケージの設定 

・ばら売り：野菜、果物、鮮魚、総菜（揚げ物、細巻

き等）で実施 

・量り売り：精肉類、総菜類、酒類等で実施 

応じた販売手法と

して各店で実施さ

れている 

販売状況に応じ

た対応 

・販売動向をよく観察し、適切な販売を行う 

・形を変える：魚を焼く、マグロをサクや切り身にし

て売る、小分けにする、キャベツの鬼葉を剥く、半

分あるいは 1/4 にカットして販売する、精肉や鮮魚

のパッケージをし直す等 

・商品の売り方を変える：野菜や果物等の袋をばらし

て売る、あるいは袋に詰めて売る、複数商品のセッ

ト販売において、｢じゃがいもと人参｣｢豚肉と牛肉｣

｢刺身３パック｣等だけでなく｢野菜と肉｣等の組み

合わせを設定等 

・商品の売り場を変える：死角、死に場所になって、

売れ残っている商品の陳列場所を変える 

・商品の値段を変える：消費期限、賞味期限が近くな

った商品の値引き販売をする（残り量と時間を踏ま

えて一次値引き、二次値引き…等） 

店ごと・企業ごと

に様々な手法が実

施されており、販

売ノウハウともい

える 

その他 ・試食販売の実施 

・郊外店舗：車で来る消費者にゆっくりと買い物をし

て貰えるような品揃えや応対、サービスに努める 

・駅前店舗：時間帯で変わってくる客（夕方頃まで：

夕飯の食材等の購入に来る主婦層がメイン  → 

夜：会社帰りのサラリーマン等）に合わせて、店内

の模様替えや品揃えの変更などを事細かく行う 

実施している店舗

では効果があると

しているが、立地

や客層によっても

実施効果は異なる 

 

②店頭における具体的な取組 

 各種販売単位の設定 

項目 内容の例 写真等 

１ 本 売 り

と カ ッ ト

売り 

 

・大根：1 本 150 円、1/2 本（袋入り）98 円

で隣り合わせに陳列し、販売 

・キャベツ：1 個 198 円、1/2 カット 99 円、

1/4 カット 58 円で隣り合わせに陳列し、

販売 

・白菜：1/2 カット 148 円、1/4 カット 77 円

で隣り合わせに陳列し、販売 

・大根、白菜、キャベツ、ジャガイモ、人

  



 

 

項目 内容の例 写真等 

参などを必要なだけ購入できるよう、

様々なサイズのカット野菜を一箇所に陳

列して販売 

 

ば ら 売 り

と袋売り 

・きゅうり：ばら売り 1 本 55 円、袋入り（3

本）150 円で隣り合わせに陳列し、販売 

・玉ねぎ：3 コ入り袋 99 円、ばら売り 38

円、パック入りの小玉ねぎ（ペコロス）

等を隣り合わせに陳列し、販売 

 

鮮 魚 の ば

ら売り 

・特売品として「ごまさば」、「無頭海老」、

「生するめいか」「鮭切り身」「太刀魚」

などを必要な数だけ買えるように、ばら

でワゴン（特設の商品陳列台）販売 

 

 

尐 量 パ ッ

ク 商 品 の

品揃え 

・昔は“２コ／３コの原理”で商品を用意

していたが、一人暮らしの増加や生活ス

タイルの変化等により客のニーズが変わ

り、“１コ／２コの原理”で販売 

 

 

 メニューと結び付けた陳列 

項目 内容の例 写真等 

調 味 商

品・加工用

商品の合

わせ販売 

・きゅうり：調味商品（「たたききゅうりの

たれ」）を、きゅうり売場の空いたスペー

スに客の目につくように陳列 

・キャベツ：材料とするレンジ加工商品「中

華あんかけ」を、キャベツ売場の空いたス

ペースに客の目につくように陳列 

・白菜：鍋つゆ商品を、白菜売場の空いた

スペースに客の目につくように陳列 

・魚貝類：鍋つゆ商品、海老などと一緒に

客の目につくように陳列 

 



 

 

項目 内容の例 写真等 

POP 表示 ・玉ねぎ：陳列棚の奥上部に玉ねぎの調理

メニューである「野菜炒め」という販売促

進用 POP（Point of purchase advertising）広

告を客の目につくように貼付 

・キャベツ：材料として利用する調理レシ

ピ（COOKPAD 大絶賛レシピ等）を陳列ワ

ゴンの中に掲示 

  

 

複数種類

の食材の

セット販

売 

・ジャガイモと人参、豚バラ肉と牛ミンチ

等を組み合わせて買えるセット定額値引

き販売 

・野菜と肉等の異種商品を組み合わせたセ

ット定額値引き販売 

 

 

 陳列方法 

項目 内容の例 写真等 

日付の管

理 

・全般：基本的に、同じ商品で３種類以上

の賞味期限を共存させない。３種類目の日

付の品を出す際には古い日付のものは値

下げシールを貼ることを社内ルール化 

・前の日付のものがあるときには、最新の

ものは出さない（前の物を売り切ってから

出す） 

・牛乳：日付の新しいものを上段に、前の

日付のものを手前・下段に陳列 

 

 

 値引き販売（お値打ち品等） 

項目 内容の例 写真等 

陳列ルー

ル 

・牛乳：賞味期限が迫った商品に値引き 20％

引きのシールを貼り、向かって最左手前列

に陳列（客の目につきやすいため社内ルー

ル化） 

・見切り品をまとめて置くことは避け、基

本的に各商品棚に置く 

  

 

値引きル

ール 

・「商品毎にある残日数を切ったら 20％引き

とする」というような大まかなルールが社

内マニュアルで決められている 

・「３種類目の日付のものは 20 円引きとす

る」というような大まかなルールがある 



 

 

 

 その他 

項目 内容の例 写真等 

鮮 度 保 存

袋 

・野菜や果物がバラ売りされている野菜陳

列棚と果物陳列棚の近くで、「野菜・果物

の鮮度保持袋」（適度な気体透過性・透湿

性を持たせたビニール袋）を販売 

 

 

野 菜 の 不

要 部 の 廃

棄かご 

・ブロッコリーやキャベツの陳列棚の前に、

茎や外葉を除去して廃棄するための「廃

棄かご」を設置 

  

 



 

 

２－２ 消費者の動向 

 

（１）買い物パターン （詳細は参考資料Ⅱ・Ⅴ） 

…始めに、主婦層を中心として、買い物に行く際の行動パターンを探ってみました。 

 

 「毎日買い物する」が２割、７割は「まとめ買い＋買い足し」が７割 

消費者の７割が「まとめ買い（平日・休日）＋足りないものを買い足し」という行動パタ

ーンであると回答。 

 

20.8%

40.7%

29.1%

8.4% 1.0%

その日の献立に応じてほぼ毎日

まとめ買い（平日）＋足りないものを買い足し

まとめ買い（休日）＋足りないものを買い足し

宅配＋足りないものを買い足し

その他

n=509  

図 2-1 主な買い物パターン 

 

 ９割が総合スーパー・食品スーパーに日常的に買い物に行く 

「スーパーに日常的に買い物に行く」という回答は全体の９割を占め、全体の４割は総合

スーパー、食品スーパーの両方に日常的に行くと回答。 

48.5%

76.6%

10.0%

24.8%

10.8%

10.6%

8.4%

4.9%

0.4%

3.5%

18.9%

1.8%

37.9%

18.9%

12.0%

9.2%

5.3%

0.4%

1.0%

0.2%

4.1%

1.2%

26.7%

5.5%

10.6%

2.2%

30.1%

22.2%

45.6%

2.0%

1.6%

15.5%

7.1%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合スーパー

食品スーパー

デパート等の食料品売り場

コンビニエンスストア

専門店・個人商店

日常的に行く

特売・セールのときにだけ行く

外出・別件のついでがあるときにだけ行く

まとめ買いをする際にだけ行く

急な買い足しがある時にだけ行く
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2.2%

30.1%

22.2%

45.6%

2.0%

1.6%

15.5%

7.1%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合スーパー

食品スーパー

デパート等の食料品売り場

コンビニエンスストア

専門店・個人商店

日常的に行く

特売・セールのときにだけ行く

外出・別件のついでがあるときにだけ行く

まとめ買いをする際にだけ行く

急な買い足しがある時にだけ行く

 

図 2-2 買い物に行く店と目的 

 

 行くスーパーは企業名やスーパーの種類よりも利便性で決める 

スーパーを選ぶ基準としては「１店舗で必要なものが揃う」「近い、駐車場がある、遅くま

で空いているなど行ける店」等の利便性に関する回答が半数を占めている。 



 

 

49.0%

49.0%

46.8%

42.1%

27.9%

2.4%

0% 20% 40% 60%

１店舗で必要なものが揃う店で買う

ポイントカードを持っている店で買う

近い、駐車場がある、遅くまで空いている等、行ける店で買う

チラシ等も活用して複数店舗を回り安い店で買う

品目ごとに買う店を決めている

その他
n=506

 

図 2-3 買い物に行くスーパーマーケットを選ぶ基準 

 

 早い時間には「品揃え重視」、遅い時間は「価格重視」の傾向 

来店時間帯については、「自分の都合のよるもの」が最も高いが、午前中から３時までの来

店者は「商品が豊富にそろっている」の割合が高く、午後３時以降は「特売品・タイムセ

ール」の割合が相対的に上がり、午後６時以降は「お値打ち品がある」の割合が高い。こ

のことから、早い時間には価格よりも商品の品揃えを重視しており、遅い時間になると値

引きなど価格面を重視している様子が見える。 

これらは、グループインタビューにおいても同様の傾向がみられる。 
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図 2-4 買い物に行く時間帯とその主な理由 



 

 

（２）値引き品の購入に関する意向 （詳細は参考資料Ⅱ） 

…小売店が「発生抑制に効果が高い」と考えている“値引き販売（お値打ち品）”

について、購入に関する消費者の意向を聞いてみました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答数：N=506 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 値引き品の購入に関する意向 

 

※集計方法 

第１回インターネットアンケートの「値引き品の購入有無」について、品目別に１～７の番号で回答されたうち、

４～６（割引率：１割～５割）の回答を１つにまとめた５つに分類し、10 品目の回答数を番号ごとに集計した。

その中で最も回答数の多い分類を、その回答者の回答（10 品目の総合回答）とした。同率が２つの場合は 1/2 ず

つ、３つの場合は 1/3 ずつとして、全回答者の回答を合計した。 

値引き品を 

買う 

値引き品は 

買わない 

15% 59% 26% 

・“お得”が大好き 

・買い物に行きやすい環

境（頻繁に行ける） 

・その日に食べる 

・年齢層は比較的高め 

・まとめ買いが基本 

・健康・安全を重視 

・買い物で失敗経験 

・安いのは不安 

・若年層が多い傾向 

・品目による 

・状況による 

 

その日に使えれ

ば・使い方がわか

れば

46%
消費期限に余裕

があれば
43%

割引率が高けれ

ば（お得なら）
11%



 

 

（３）品目別の「値引き品」に対する購買傾向 （詳細は参考資料Ⅱ・Ⅲ） 

…アンケートとグループインタビューから、値引き品の購買傾向を品目別に分析し、

仮説を立ててみました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 品目別の「値引き品」に対する購買傾向 

惣菜・弁当 

＜傾向＞ 

・値引き品を「無条件に買う」

人が多い 

・「総菜はそもそも買わない」人も多い 

＜品目別の特徴（仮説）＞ 

・あまりスーパーに行かない人の方が「よく

買う」傾向にある 

・「スーパーの弁当・惣菜は高い」というイ

メージがあり、ニーズがなければ買わない

が、買うなら高い割引率を求めるのでは？ 

賞味期限が数日の食品 
（乳製品・加工品（豆腐等）） 

＜傾向＞ 

・消費期限にはセンシティブ 

・割引されていても買わない 

＜無駄にしたことのある品目＞ 

牛乳、豆腐、パン、納豆 

＜品目別の特徴＞ 

・数日かけて食べる傾向がある 

・安全をみて、尐しでも期限

に余裕のあるものを選びた

いと考えるのでは？ 

野菜・果物 
＜傾向＞ 

・鮮度が一番、新鮮なものがおいしい 

・「値引き品は古い」というイメージがある 

・買いすぎて無駄にした経験を有する 

＜無駄にしたことのある品目＞ 

もやし、キャベツ、きゅうり、大根、白菜、 

ねぎ、きのこ（えのき等）、かぼちゃ、バナナ、

みかん、レモン 

＜品目別の特徴（仮説）＞ 

・値引き品は鮮度が悪く、ビタミン等も尐ない

ので意味がない 

・値引き品を買って失敗した経

験をもつ人も多く、「値引き

品は買わない」と決めている

人もいるのではないか 

 

魚（生食用） 
＜傾向＞ 

・鮮度は絶対条件 

・値引き品は怖い・不安 

＜全体的な特徴（仮説）＞ 

・「その日に使えれば」と「買わない」がほぼ

同じ割合で存在 

・単価が高いため、その日に使えればお得と

感じて買う人も多いのではないか？ 

肉 
＜傾向＞ 

・「無条件に買う」人もが多い(弁当に次ぐ) 

・割引率を重視する人も多い 

＜品目別の特徴（仮説）＞ 

・火を通して食べることもあり、魚（加熱用）

よりも鮮度に対する関心が低く、割引は歓

迎されている 

・まとめ買い（保存）ができ

る食品という認識もあり、

値引き時にまとめて買う

人もいるのではないか？ 

魚（加熱用） 
＜傾向＞ 

・加熱用でも鮮度は重視 

・値引き品は怖いので買わない 

＜全体的な特徴（仮説）＞ 

・「新鮮なものがおいしい」と「悪くなって

いるのではないか」が共存 

・魚は比較的単価が高いため、その日に使え

ればお得と感じて買う人も比較的多いので

はないか？ 



 

 

（４）消費行動に関する消費者の特徴と要望 （詳細は参考資料Ⅱ・Ⅲ） 

…発生抑制に効果的な販売方法を見出すため、アンケートとグループインタビュー

の結果を基に、消費者の傾向と要望を抽出してみました。 

図 3-7 消費行動に関する消費者の特徴と要望 

 

 

 

 要望： 
販売単位のバリエーションを増やし
て欲しい！（ばら売り・小分け販売） 
＜全体傾向＞ 
・尐量販売やばら売りに対するニー
ズが大きい一方で、尐量販売は割
高だと感じている。 

＜層別の傾向＞ 
・高齢層・尐人数世帯：割高でも残
して捨てるより尐量買いたい。 

・子育て層：残るとわかっていても
お得な方を買う。 

要望： 
｢環境に良いこと｣ではなく、 
｢環境にも良いこと｣にして欲しい！ 
（エコ商品・エコポイント） 
＜全体傾向＞ 
・｢価格｣｢おいしさ｣｢品質｣が第一。｢環境｣

は気になるけれども、毎日の生活では
値段や味、使い勝手の方を優先する。 

＜層別の傾向＞ 
・ファミリー層：食べるのは家族だから、

やはり家族が気に入るものでないと。 

・コミュニティ層：｢環境｣も興味あり。
わかりやすく、みんなが参加するなら
協力する。 

特徴： 
環境取組は、｢効果の見える化｣ 
｢手間｣｢インセンティブ｣がポイント 
（ごみ削減・温暖化防止） 
＜全体傾向＞ 
・”CO2 削減”よりも”ごみ減量”の方がわ
かりやすいが、単なる表示だけでなく
｢みんなが参加｣して｢効果が見える｣の
がいい。 

＜層別の傾向＞ 
・子育て主婦層：家族の要望や子供の付
き合いをきっかけに取組む。 

・現実派層：｢環境｣だけでは選択基準に
入らない。｢インセンティブ｣は不可欠。 

特徴： 
見切り品はその日に使えば買う 
（消費期限・見切り販売） 
＜全体傾向＞ 
・品目にもよるが、その日の献立に
使えるものがあれば買う。 

・量が多い・タイミングが遅いと使
いきれないので配慮してほしい。 

＜層別の傾向＞ 
・主婦層：買い物をする時間に見切
り品は出ていない。見切りの機会
が多い総菜は、割高なのでそもそ
も買わない。 

 
特徴： 
時と場合によってお店は使い分けます 
（店の選び方・買い物の時間帯） 
＜全体傾向＞ 
・店の特徴や自分の都合、ライフスタイ
ルによって３種類以上の店を使い分け
るのは当り前。平日と休日、メインと
買い足し等。その日の気分でも変わる。 

＜層別の傾向＞ 
・専業主婦層(買い物頻度･高)：特売日を
選ぶ、銀行・用事のついで、等。 

・通勤層(まとめ買い)：週末の買い物や宅
配生協を主に、必要に応じて買い足す。 

 
要望： 
商品の説明をして欲しい！ 
（特徴・調理レシピ・保存方法） 
＜全体傾向＞ 
・商品の特徴がわかれば一度は買っ
てみる。売りたいならＰＲを！ 

＜層別の傾向＞ 
・ベテラン主婦層：良い物・お得な
ものを賢く選び使う。豊富な経験
が故、新しいものには尐し敬遠。 

・若手主婦：流行や新しい物にも敏
感。勧められると買ってしまうが
使い切れないことも。 



 

 

２－３ 販売側と消費者側の調整により廃棄ロス削減の余地がありそうな項目 

 

（１）仮説の抽出 

…小売店と消費者の意見を合わせて、廃棄ロス削減に向けた仮説を立ててみました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者 

・尐量で販売してほしい 

・1/2、1/4 カットで販売してほしい 

・ばら売りを増やしてほしい 

 

販売店 

・尐量販売、大小２種類等は一般的になって

いる。３種類の販売も導入されている 

・パック売りとばら売りの効果は一長一短 

具体的に、何をどういったサイズで販売されている

ことが望まれているかを把握することが有効。 

消費者 

・同じなら、新しいものを選ぶのは当然 

・消費期限が違う物は、値段を変えてほしい 

 

販売店 

・消費期限に十分な余裕があるものについて

は、値引きを行っていない 

・製造日の新しいものから選ばれると、廃棄

ロスの原因になる可能性がある 

消費期限に過敏になりすぎると売れ残り（廃棄）に

つながる可能性⇒新しいものを選ぶ傾向を品目別

に探り、行動変革のきっかけをつかむことが必要。 

消費者 

・適切な情報表示をしてほしい 

・商品に対する情報を提供してほしい 

・保存方法やレシピをつけてほしい 

販売店 

・商品のことを知っていただく努力が必要 

・保存方法や調理方法の添付は売り上げに効

果がある 

適切な情報表示により売上増加とロス削減の可能

性あり。消費者のニーズの把握が重要。 

消費者 

・見切り品の配置・置く場所に工夫をしてほ

しい 

・見切り品のまとめ売りはしないでほしい 

・見切り販売のルールを知りたい 

 

販売店 

・見切り品の販売には手間をかけられない 

・保存温度領域で陳列場所は決まる 

・早い時間から見切り品（古い商品）を並べ

ることにはやや抵抗のある店も存在 

見切り販売は品目によっては効果的 

⇒消費者との認識共有によって、よりよい販売方法

の見出しにつながる可能性がある。 

消費者 

・｢価格｣｢おいしさ｣｢品質｣が優先、｢環境｣

はその次 

・尐量でも安く販売してほしい 

・みんなが参加できるようにしてほしい 

販売店 

・小分けや環境に配慮した製品には手間がか

かっており、コストに載せざるを得ない 

・企業として環境への貢献は必要 

・持続可能な｢経営｣と｢環境｣の両立が重要 

 質と価格とのバランスに対する認識共有が必要。 

持続可能な販売形態を探ることが重要。 

販売単位 

消費期限 

見切り・値引き 

情報提供 

環境意識 

仮説１ 

仮説２ 

仮説３ 

仮説４ 

仮説５ 

図 3-8 廃棄ロス削減余地の抽出 



 

 

（２）仮説の検証の方法 

…廃棄ロス削減に向けた仮説を検証するための方法を検討しました。 

 

表 2-1 廃棄ロス削減に向けた仮説の検証方策 

仮説 仮説の検証のための方策 

具体化のための検証手法 

インターネッ

トアンケート 
実証実験 

仮説１： 

販売単位 

複数企業で実施済み。品目ごとに、また店・客層に

よっても売り方・ニーズに特徴がある。どの販売方

法が良いという判断はしにくいが、消費者属性ごと

の解析ができれば企業側では採用しやすくなる可

能性がある。 

○ × 

仮説２： 

見切り販

売・値引き

販売 

複数企業で実施済みであり、企業の販売方針にもよ

る。見切り販売により廃棄ロスが削減されている事

実があると考えられるが、そもそもの売れ残り量と

の関係もあり、データの実測は困難。 

△ △ 

仮説３： 

賞味期限 

実施実績なし。まず始めに、「新しいものを選ぶ」

傾向について実態を把握するとともに、「その結果

として廃棄ロスが増える」状況についても確認する

ことが有効。その上で、行動変革に向けた端緒を探

ることが必要。 

△ ○ 

仮説４： 

情報提供 

一部企業で実施され、販促効果も確認済み。商品に

対する説明、保存方法やレシピの提示は売上促進に

つながると考えられるが、売れ残りの削減に特化し

た対策ではないことから、実験では定量的な評価は

困難。 

○ × 

仮説５ 

環境意識 

環境配慮製品や環境に配慮した取組の推進は必要

であるが、具体的な実験内容の選定は困難。購買時

に環境について考えてもらうきっかけがどのあた

りにあるかについて、アンケートで傾向を把握する

ことは有効。 

△ × 

 

⇒以上の検討から、 

（１）仮説３について、店舗での実測・実証実験等を行い、今後の取組の具体化に向けた

端緒を探ることとした。 

（２）合わせて、仮説１～５全般についてインターネットアンケートにより、属性別の考

え方・購買傾向等を解析することとした。 

 



 

 

（３）仮説１の検証 販売単位（詳細は参考資料Ⅴ） 

…アンケートから、販売単位に関する傾向と対策を探ってみました。 

 

 「ばら売り」は７割程度で実施、「野菜のカット売り」も一般化 

ばら売りや２サイズのパック売りは一般化しつつあり、３サイズのパック売りも「見かけ

る」の割合は６割程度。これに対し、量り売りは全体的に尐ない傾向がある。 

野菜のカット売りも６割以上が「見かける」としている。 

ただし、多くの回答者が複数のスーパーを利用しており、「見かける」＝「実施率」ではな

いことに留意 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

惣菜・サラダ

鮮魚

精肉

ばら売り

見かける

見かけない

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

惣菜・サラダ

鮮魚

精肉

量り売り

見かける

見かけない

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

1/2以下のカット売り

見かける

見かけない

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

1/4以下のカット売り

見かける

見かけない

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

惣菜・サラダ

鮮魚

精肉

２サイズのパック売り

見かける

見かけない

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

惣菜・サラダ

鮮魚

精肉

３サイズのパック売り

見かける

見かけない

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

惣菜・サラダ

鮮魚

精肉

まとめ売り

見かける

見かけない

 

 

図 2-9 見かける販売単位 



 

 

 「まとめ売り」よりも「ばら売り」「複数サイズのパック売り」を希望 

鮮魚や野菜のばら売り、精肉の量り売りに対するニーズが高い。精肉の量り売りは対面販

売が必要であることから、対応できる店舗には限りがあると考えられる。また、複数サイ

ズのパック売りについては品目を問わず「利用したい」の割合が高く、パック売りの手軽

さと選択肢の幅の両方を求めていると考えられる。 

一方、総菜・サラダのまとめ売りを「利用したい」とする回答率は低く、店舗で行われが

ちな複数パックをまとめて販売する方法は消費者からは求められていないといえる。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

惣菜・サラダ

鮮魚

精肉

ばら売り

利用したい

利用しない

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

惣菜・サラダ

鮮魚

精肉

量り売り

利用したい

利用しない

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

1/2以下のカット売り

利用したい

利用しない

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

野菜

1/4以下のカット売り

利用したい

利用しない
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惣菜・サラダ

鮮魚

精肉
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利用しない

 

 

図 2-10 利用したい販売単位 



 

 

 今後期待される販売方法は「量り売り」や「野菜の複数パック売り」 

見かける頻度と利用する頻度を掛け合わせ、２割以上の回答者から「あまり見かけないが

あると望ましい」という意見が出ているのは、「量り売り（鮮魚のみ 19%であるがその他３

品目は 20%以上）」「総菜・サラダの３サイズのパック売り」「野菜の複数サイズのパック売

り」である。 
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用しない

あまり見かけないが、
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あまり見かけないし、

必要ない
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必要ない
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図 2-11 あると望ましい販売単位 

【惣菜・サラダ】 

【野菜】 

【鮮魚】 

【精肉】 



 

 

（４）仮説２の検証 見切り販売・値引き販売（詳細は参考資料Ⅱ・Ⅴ） 

…アンケートから、見切り（値引き）販売に関する傾向と対策を探ってみました。 

 

 見切り販売は６割が「購入のきっかけになる」と回答 

買ってみたくなる、又は実際に買ったことがある方法に関する問いでは、「総菜・サラダ」

「生鮮食品（野菜・果物・精肉・鮮魚）」「消費期限が数日から 10 日程度の加工食品」の品

目に寄らず、「特売セール」を挙げた消費者が７割以上である。また、「値引き販売」につ

いても６割程度が有効と回答しており、価格要因の占める割合は高い。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特売セール

値引き販売（お値打ち品等）

まとめ売り（３つでいくら等）

キャンペーン（グッズのプレゼント等）

試食販売

その材料を使ったレシピの紹介

栄養価や効能の表示

商品特性の紹介（食べ方、味の特徴）

調理メニューを想定したセット販売

その他

総菜やサラダ等

生鮮食品

加工食品

(n=509)
 

図 2-12 買ってみたくなる販売方法 

 

 「精肉」「惣菜」「消費期限のある加工食品」「弁当」「魚（加工用）」は見切り販売

が有効 

上記５品目については 85％以上が「値引き品を選んで購入することがある」と回答。この

うち、「総菜」「弁当」「精肉」「魚（加工用）」については値引き率を、「消費期限のある加

工食品」については消費期限に余裕があることを、購買の際の判断基準とする割合が高い。 
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16.0%

11.1%

13.0%
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20.0%

25.1%
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18.0%
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7.3%
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4.7%
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5.3%

10.9%

5.3%

9.5%

13.8%

13.8%

5.3%

6.9%

5.9%
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5.9%

10.5%

8.5%

9.5%

14.0%

11.1%

19.2%

13.8%

27.9%

26.3%

30.4%

9.5%

24.3%

14.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

弁当

惣菜

乳製品

消費期限のある加工品

野菜（葉物類）

野菜（芋類・根菜類）

果物

肉

魚（生食用）

魚（加熱用）

無条件に値引き品を買っている その日の献立に使えれば（調理方法がわかれば）値引き品を買っている

消費期限に余裕があれば値引き品を買っている １割引程度なら値引き品を買っている

３割引程度なら値引き品を買っている 半額程度なら値引き品を買っている

値引き品は買わない  

図 2-13 値引き条件による購買意欲の割合 



 

 

（５）仮説３の検証 賞味期限（詳細は参考資料Ⅳ・Ⅴ） 

…アンケート・実証実験から、新しいものを選ぶ傾向とその対策について探ってみ

ました。 

 

 食品を買うときに重視する項目は「値段」「賞味期限」 

複数の産地・種類の商品がある場合の主な選択基準の割合は、50％以上が品目に関わらず

「値段」を最優先すると回答。二番目は生鮮食品及び賞味期限が 10 日程度以下の加工食品

において「賞味期限」とする回答が多い。 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

A：値段（通常売値、特売価格等）

B：成分・添加物等

C：ブランド・産地

D：賞味（消費）期限・鮮度（見た目）

E：店頭表示（おすすめ、等）

F：売れ行き（減っている、等）

G：家族の意向・好み

H：自分の好み

I：Q16の質問で回答した環境に関する情報

無回答

最優先

生鮮食品

消費期限が数日から10日程度

の加工食品

消費期限が10日程度以上の加

工食品

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

A：値段（通常売値、特売価格等）

B：成分・添加物等

C：ブランド・産地

D：賞味（消費）期限・鮮度（見た目）

E：店頭表示（おすすめ、等）

F：売れ行き（減っている、等）

G：家族の意向・好み

H：自分の好み

I：Q16の質問で回答した環境に関する情報

無回答

二番目に優先

生鮮食品

消費期限が数日から10日程度

の加工食品

消費期限が10日程度以上の加

工食品
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

A：値段（通常売値、特売価格等）

B：成分・添加物等

C：ブランド・産地

D：賞味（消費）期限・鮮度（見た目）

E：店頭表示（おすすめ、等）

F：売れ行き（減っている、等）

G：家族の意向・好み

H：自分の好み

I：Q16の質問で回答した環境に関する情報

無回答

三番目に優先

生鮮食品

消費期限が数日から10日程度

の加工食品

消費期限が10日程度以上の加

工食品

 

図 2-14 食品選択時の重視条件  

 



 

 

 日付への感度が高い品目は「牛乳」「豆腐」、低いのは「漬物」「ハム・ソーセージ」 

品物の選択時に、製造日・賞味期限、加工日時等を気にするかどうかというアンケートで

の設問に対して、「必ず確認し、一番新しいものを選ぶ」の回答率が高い順に「牛乳」、「ヨ

ーグルト」「豆腐」「納豆」であり、低かったのは「漬物」「ハム・ソーセージ」「練製品」

である。この傾向は、店舗での実証実験のための現状把握データとほぼ同じであった。 

ただし、漬物（46％）を除く全ての品目で「必ず確認し、一番新しいものを選ぶ」が５割

以上となっていることからも、全般的に日付の新しいものを選んで買う傾向は高い。 
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デザート類（プリン等）

たまご

パン（食パン、バターロール等）

豆腐

納豆

漬物（浅漬け、糠漬け等）

練製品（はんぺん、ちくわ等）

ハム・ソーセージ等

必ず確認し、一番新しいものを選ぶ

必ず確認し、一見してわかる範囲で新し

いものを選ぶ

確認はするが、手前からとることが多い

あまり確認せずに買うことが多い

ほとんど確認していない
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漬物（浅漬け、糠漬け等）

練製品（はんぺん、ちくわ等）

ハム・ソーセージ等

必ず確認し、一番新しいものを選ぶ

必ず確認し、一見してわかる範囲で新しいものを選ぶ

確認はするが、手前からとることが多い

あまり確認せずに買うことが多い

ほとんど確認していない  

図 2-15 買ってみたくなる、又は、実際に買ったことがある方法 

 

こうした傾向は実証実験においても確認され、牛乳や納豆は日付の新しいものから先に売

れる傾向があるのに対し、漬物や練製品では手前から取られている。 
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図 2-16 品目別・賞味期限別の売れ行き動向 



 

 

 新しいものから選ぶ行動と廃棄ロスとの関係は、今回の実験では見出せず 

図 2-15 では「あまり確認せずに買うことが多い」「ほとんど確認していない」という回答も

１割程度、「確認はするが、手前からとることが多い」という回答も１～1.5 割存在してい

る。また、実証実験のカウントでは、多くの消費者が新しいものから買うことによって遅

い時間には結果的に前の日付のものしかない状況等が発生することにより、結果的に前の

日付のものも購入されるという状況が見られた。 

このため、今回の調査からは「新しいものから購入される傾向がある」ことは確認できた

が、「そのことが原因となって食品ロスが発生している」ことを示す直接的なデータは得ら

れなかった。 

 

 「陳列方法」や「賞味期限の印字位置」によって、新しいものを探して購入する

行動は緩和される可能性あり 

実証実験の前半の「実態把握」の段階において、品目ごとに３種類程度の商品を対象とし

て日付ごとの販売動向をカウントしたところ、「ちくわ」に関して、間口が狭いために手前

からしかとれない陳列方式（2/27）の場合は日付の古いものからとる傾向が見られたのに対

して、特売として最下段に多量に並べられていた場合（3/5）には、新しいものの方が先に

購入されている。 
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棚の中央に１列で陳列            最下段に多量に陳列 

図 2-17 陳列方法の違いによる、賞味期限ごとの売れ行きの比較 

 

 

図 2-18 練製品の陳列状況（2 月 27 日） 

通常の陳列状態。 

練製品は多品種尐量販売であるのに

加えて、鍋物の季節が終わりつつあ

ることから、陳列スペースが１列に

と縮小された。この結果、日付の前

のものから順に売れ、廃棄ロス削減

に貢献していた可能性がある。 



 

 

 手前のものから買う行動へと変わる可能性があるのは３～４割 

売場でのインタビュー結果から、約８割が新しいものを買っている。理由としては「すぐ

に食べないので」が最も多いが、「値段ではない（とにかく新しいものがいい）」という回

答も２割弱存在した。 

一方、現在は新しいものを買っているが「インセンティブがあれば考える」と回答した消

費者も 1/4 程度存在している。 
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※インタビュー調査対象： 

店頭の各売り場にて、買い物客に任意に声をかけ聞き取り調査を実施。 

 

図 2-19 購買時に新しいものを選択する傾向とその理由 

強い 弱い 

新しいものを買う傾向 

値段では 

ない！ 

(17.5%) 

すぐに食べないので 

(27%) 

好みや 

拘りを 

優先 

(9%) 

あまり 

気にしない 

(17.5%) 

インセンティブ 

があれば考える 

(25%) 

今後も新しいものを買う 

 

変わる可能性あり 

 

新しいものを買っている 

 

日付の拘り：少 

環境を重視(1%) 

現状維持 

 

P1：値段ではない！ 

(女性：男性＝９：１) 

(最多品目：牛乳) 

・とにかく新しいものがいい 

・メーカーの拘りはないが、日付だ

けは気をつける 

・古いものから買う人がいるのか？ 

P2：すぐに食べないので 

(女性：男性＝８：２) 

 (最多品目：納豆) 

・保存を考える 

・日持ちがするものを選ぶ 

・消費に時間がかかるので余裕があ

るように 

・まとめ買いをする 

P3：好みや拘りを優先 

(女性：男性＝10：０) 

 (最多品目：納豆) 

・「国産」「無調整」等にこだわる 

・新しいかどうかも気にする 

・いつも同じ気に入ったものを買う 

・日持ちしないので１つずつ買う 

P5：あまり気にしない 

(女性：男性＝６：４) 

 (最多品目：牛乳) 

・すぐ使うので 

・毎日食べるので 

・買い物に時間をかけない 

・あまり日付は見ない 

・日付が小さくて見えないので 

P4：インセンティブは考慮 

(女性：男性＝８：２) 

(最多品目：豆腐) 

・同じなら新しいものを買う 

・自分が安いと感じれば買う 

・インセンティブが明確なら買う 

・自分が食べるので気にならない 

P7：環境を重視 

(女性：男性＝10：０) 

(最多品目：牛乳) 

・趣旨に賛同 

・こうした取組をＰＲ

すべき 

P6：価格(安いもの)を重視 

(女性：男性＝７：３) 

 (最多品目：納豆) 

・ごみになるのはもったいない 

・すぐ食べるものは、値引き品を優

先的に買う 

・日付やメーカーに拘りはない 

 

価格を重視(3%) 



 

 

 「新しいものから買う」行動に変化をもたらすには一定以上のインセンティブが

必要 

売場でのインタビューで「インセンティブがあれば考える」と回答した消費者について、

どの程度のインセンティブを希望するかを尋ねたところ、（商品に１p のシールを貼ること

を想定すると）１p＝５～10 円程度のインセンティブを挙げる声が目立った。 

一方、「ポイントには興味ない」「ポイントはわかりにくい」という回答も多い。 

 

＜具体的なインセンティブの額に対するコメント＞ 

・1p＝20円～２割引､半額：通常の店頭割引並の値引きがなければ注目は難しいと思う 

・20～30円引きくらい値引き（ポイント）がつくなら選んでも良い 

・半額値引き、又は、ポイントなら一品 10p（＝10円）等と言われれば考える 

・値引きは魅力。ポイントも大きければ考える。一品 10pなんてあったら魅力 

・1p＝5～10円 

・1p＝1 円では安い：値引きシールは 20円以上値引きされるのに比べると、1p＝1円はチ

マチマしていて考慮に入らない 

・1pt=１円では安い 

・1pt=１円は妥当 

・1p=1円 が妥当。 店舗のクレジットカードで受け取れるなら便利 

 



 

 

（６）仮説４の検証 情報提供（詳細は参考資料Ⅴ） 

…アンケートから、消費者が求める情報（＝販売促進に寄与する情報）とは何か、

について探ってみました。 

 

 献立の決定にはお店側からの情報提供が有効であるが、決めてから買い物に行く 

献立の決め方については、「お店のチラシやセールで決定する」（42.6％）「来店してから決

定する」（34.2％）など、お店側からの情報提供による購買行動が高く、店舗からの情報提

供の有効性が見て取れる。 

一方、「７割がまとめ買いをする」ことに加えて、「まとめ買いをした食材の中から決める」

（48.3％）という結果から、買い物に行く前に献立を決めており、それを変える必要のある

メニューの提案は受け入れられない可能性が高い。 

48.3%

42.6%

34.2%

16.3%

5.3%

0.2%

0% 20% 40% 60%

まとめ買いをした食材の中から決める

お店のチラシ・セール情報等を見て決める

店に行ってから献立を決める

数日分の献立を想定してまとめ買いする

テレビや雑誌等を参考にして決める

その他
n=509

 

図 2-20 日頃の献立の決め方（２つまで回答） 

 

 「試食販売」「レシピ」「商品特性」などの情報提供は販売促進に有効 

買ってみたくなる、又は実際に買ったことがある方法として、価格面以外の要因としては、

「まとめ売り」と「試食販売」がどちらも３割程度となっている。 

品目別の特徴としては、生鮮食品は他の２品目（惣菜やサラダ、加工食品）にと比較して

「その材料を使ったレシピの紹介」「商品特性の紹介（食べ方、味の特徴）」の割合が高く、

野菜や肉、魚といった素材の調理方法に関する情報提供が求められていることがわかるが、

回答者は全体の１割程度にとどまっている。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特売セール

値引き販売（お値打ち品等）

まとめ売り（３つでいくら等）

キャンペーン（グッズのプレゼント等）

試食販売

その材料を使ったレシピの紹介

栄養価や効能の表示

商品特性の紹介（食べ方、味の特徴）

調理メニューを想定したセット販売

その他

総菜やサラダ等

生鮮食品

加工食品

(n=509)

 

図 2-21 買ってみたくなる、又は、実際に買ったことがある方法 



 

 

 生鮮食品の購入時に重視されるのは「鮮度」と「産地」 

価格以外で有効な情報として「鮮度」が挙げられるが、「ブランド・産地」に対する関心は

高い。販売動向に変化を与える可能性がある情報提供としては、「地元マーク」なども有効

であると考えられる。 

0 50 100 150 200 250 300 350

A：値段（通常売値、特売価格等）

B：成分・添加物等

C：ブランド・産地

D：賞味（消費）期限・鮮度（見た目）

E：店頭表示（おすすめ、等）

F：売れ行き（減っている、等）

G：家族の意向・好み

H：自分の好み

I：Q16の質問で回答した環境に関する…

無回答

生鮮食品

一番

二番

三番

 

図 2-22 生鮮食品購買時に重視される項目 

 



 

 

（７）仮説５の検証 環境意識（詳細は参考資料Ⅳ・Ⅴ） 

…アンケートから、消費者の環境意識と、環境面からのアプローチによる行動変革

の可能性についてまとめました。 

 

 環境に関する情報で商品選択基準になり得るのは「産地」「農薬・化学肥料有無」

「ごみ」 

産地、鮮度（見た目）が選択基準になっており、特に地元産への関心が高い。また、ごみ

への関心は高いが、「リサイクル（資源の循環利用）や CO2 排出等の情報への関心は 10％

程度にとどまり、単独では購買につながりにくい。 

また、下記で選択した最も関心の高い環境配慮項目についてであっても、商品選択基準の

３位までには入っていない。 

61.9%

59.7%

49.5%

20.2%

10.8%

8.8%

8.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

地域で生産している

農薬や化学肥料を使っていない

ごみが少ない（容器・包装等）

エコポイントがついている

リサイクル、資源の循環利用をしている

商品の製造・販売に伴うCO2排出量が少ない

売り上げの一部が環境貢献に寄付される

その他
n=509

 

図 2-23 商品選択時基準になる環境配慮項目 

 

 行動変革には、具体的な（見える形での）普及啓発が必要 

環境への意識啓発だけでは、廃棄ロスを削減するための購買行動に変化は見られないこと

が予想できる。今回はエコポイントを貼付することで、自分の購入行動が個人もしくは地

域への具体的な効果として見えるようにすることを目指したが、金額面や制度面に関する

再考が必要である。 

 

＜具体的な効果として“エコポイント”を採用したことに対する意見＞ 

（ア）条件による 

・汎用性のある、貯めているポイントなら考える。店限定では、あまり貯まらないの

でメリットを感じない 

・店舗のクレジットカードで精算時に簡単に加算してくれるなら、考える。ポイント

シールを一枚一枚集めるのは面倒 

・全館で使えるようなポイントであればよい 

・いろんな場所で使えるポイントがいい 



 

 

（イ）インセンティブがあればよい 

・どのようなインセンティブでも、インセンティブがあるのであればそちらを買う 

・どんなインセンティブでもいい 

（ウ）ポイントには興味ない： 

・値引きのように、わかりやすいものなら考える 

・わかりやすければ考える 

・値引きがより大きい方がよい。ポイントは面倒くさい。分かりやすいものがよい 

・値引きならわかりやすいけど、ポイントはわかりにくい 

・ポイントにはあまり興味がないので、別のインセンティブがよい 

・ポイントの理解が面倒 

・ポイントは何であっても一切利用することはない。たくさんポイントをいただき、

利用価値があっても、使うことを忘れてしまい気がついたら期限が切れていること

が多い 

・ポイントは分かりづらいので、好きではない 

・ポイントは分かりづらいから、違うインセンティブがいい 

・ポイントには興味ない（同様１３名） 

（エ）その他 

・インセンティブの大きさより、どのような食品にインセンティブがつくのかが重要 

 

 

 



 

 

（８）仮説の検証結果のまとめ 

…仮説１～５について、調査結果及び対策（案）を整理しました。 

 

表 2-2 販売側と消費者側の調整による廃棄ロス削減の可能性 

項目 調査結果の概要 対策（案） 

仮説１： 

販売単位 

 ライフスタイルの多様化に伴い、販売

単位のニーズも多様化。一人暮らしや

尐人数世帯の増加に合わせた尐量パッ

ケージや複数種類の販売単位の設定等

を行うことが有効 

 ニーズの多い販売方法： 

野菜・鮮魚のばら売り、精肉の量り売

り、量の選べる（２サイズ・３サイズ

の）パック売り等 

 一方、まとめ売り、1/4以下のカット

売りについては必要としている層が一

部であることから、地域や顧客層によ

って実施割合を検討することが有効と

考えられる 

 ただし、個別包装や対面販売による量

り売り等には手間とコストがかかるこ

とから、販売価格に一定の費用を乗せ

ることが必要 

 店側としては、ニーズの高い販売方

法を積極的に取り入れるとともに、

まとめ売り等も含めて実施効果につ

いて検証することが有効 

 消費者に対しては、小分け販売には

コストがかかり、価格転嫁する必要

があることについて情報提供すべき 

仮説２ 

見切り販

売・値引き

販売 

 見切り品を「買う」「品物や状況によっ

ては買う」という消費者は 75％に上

り、６割が「購入のきっかけになる」

と回答。見切り販売は食品残渣の発生

抑制対策として有効 

 特に有効と考えられる品目： 

その日にすぐ食べるもの（豆腐、刺身、

総菜等）、単価の高めのもの（生魚等）、 

賞味期限に対して比較的寛容なもの

（精肉等）、決まった献立に単体でプラ

ス１品できるもの 

 ただし、見切り販売については「もっ

と早い時間から見切ってほしい」「間際

 すぐに食べるつもりで買うものは、

余裕のある時間帯に値引きすること

で販売を促進 

 閉店間際や賞味期限切れ直前ではな

く、余裕をもった見切り販売が必要。

ヒアリング結果によると、朝からの

ものは 16時頃に、夕方出しのものも

18時頃には見切り販売することで

廃棄ロスを削減している（21時閉店

の店舗の場合） 

 



 

 

項目 調査結果の概要 対策（案） 

になっても見切り率が低い」等の意見

もある 

仮説３ 

賞味期限 

 複数の産地・種類の商品がある場合、

最も重視するのが「賞味期限」である。

品目によっても違いはあるが、賞味期

限を並べて比較できる環境があれば、

新しいものから買われる可能性は極め

て高いと考えられる 

 新しいものを選びやすい品目： 

１Lの牛乳、３パックの納豆など、消

費までに何日かかり、一般的に“痛み

やすい”と思われているもの 

 「漬物」「練製品」等では、賞味期限に

対して比較的寛容な結果が得られた

が、これらの品目についても日付を比

較できる状況で販売すると新しいもの

から選ばれる傾向がある 

 

 新しいものを買う層のうち、45％程

度は「保存等の理由がある」、「イン

センティブよりも鮮度」という回答

であり、「変わる可能性のある層」に

対して何らかのインセンティブをつ

けることにより、行動の変革を促す

ことが有効 

 インセンティブを付けるにあたって

は、皆がメリットと感じる方法で、

キャンペーン等と合わせて実施し、

効果のある金額を見出すことが必

要。（具体的には 1p＝5～10円程度を

希望する声が多い） 

 一方、店側の販売努力によっても一

定程度は効果をあげている。具体的

には、前の日付のものが出るまで、

新しい商品は出さない、間口を狭く

する、傾斜を付けるなど 

仮説４ 

情報提供 

 レシピ、試食販売、商品特性の紹介等

については、生鮮食品を中心にニーズ

があることがわかり、店舗側でも情報

提供が販売促進に寄与するという認識

をもっている。 

 ただし「まとめ買い」の割合が高く、

その材料を用いて「買い物に行く前に

当日の献立を決めている」ことが多い。

このため、献立を変える必要のあるレ

シピについては提案が受け入れられに

くい可能性がある。 

 レシピ等の提示は、生鮮食品など販売

促進には効果が期待される一方、消費

者サイドからのニーズはそれほど高く

ない。わざわざその他の材料を買って

 「手軽・便利」「時短（時間短縮）」

など、消費者の立場にたった情報提

供が有効。 

 調理レシピの場合は単体で１品とな

るか、関係の材料を並べて陳列し販

売することが有効 

 食品ごとに適した冷凍・解凍の方法

や、弁当のおかずにすぐ使える加工

方法など、「見切り品」や「まとめ買

い」を有効に利用できるような情報

提供が有効 

 

 



 

 

項目 調査結果の概要 対策（案） 

まで作ろうとする消費者は尐ない 

仮説５ 

環境意識 

 関心の高い環境配慮項目は「地域で生

産（＝新鮮さ）」「農薬・化学肥料を使

っていない（＝安全・安心）」が約６割、

「容器包装等が尐ない（＝自宅で発生

するごみが尐ない）」が５割と、自らの

生活に密接に関係するものの割合が高

く、「リサイクル」「CO2削減」等の外

部環境に関するものは１割程度に過ぎ

ない 

 「エコポイント」を挙げる割合は高い

が、経済的インセンティブと同様のも

のとして理解されている部分が大きい 

 容器包装については浸透しつつある

ことから、食品ロスについても「も

ったいない」などキーワードを用い

て訴えかけていくことが必要 

 「環境に良い」だけではなく、「お得」

「健康」「楽しい」等のキーワードと

組み合わせた表現方法が有効 

 

 

 

 



 

 

３．食品廃棄物等の発生状況調査 

３－１ 前年度フローの見直し作業の実施方針 

 

（１）見直しに関する基本的な考え方 

昨年度の調査において推計した「食品廃棄物等の発生状況（食品フロー）」については、以

下のような課題があることが判明した。 

 品目別のフローの作成にあたり、品目別の数値が使われているのは、左上の「流通量」

と、食品小売の「調理くず：見込み在庫の割合」のみで、その他は全て一律の統計値が

使われていることに加え、データの引用・活用に際し妥当性に欠ける部分が見られる。 

 このため、14 品目のフローを描いてはいるものの、品目別の廃棄の特徴が解析されてお

らず、具体的な発生抑制対策（どの段階で、何がどのくらい廃棄されているために、ど

うすれば削減できるのか）に結びつけにくい。 

そこで、これらの点を可能な範囲で改善することを目指し、以下の方針にてフォローアッ

プを行った。 

 

① 食品廃棄物等の発生状況調査の目的を、「食品廃棄物の発生状況の全体像を描写する

ことにより、どこに削減の余地があるかを品目ごとに見出すこと」とする。 

② 品目ごとの流通フローの描写に際しては、品目ごと流通特性を反映し得る統計データ

を活用する。 

③ 品目別データについては、算出結果の一般性を高めるため、各種統計資料の活用を基

本とする。統計値が入手できない場合は、前年度の実測データを使用し、独自データ

の設定のための調査（アンケートや複数社への聞き取りにより平均をとってデータを

作るようなもの）は行わない。 

④ 今年度の調査（フォローアップ）では推計方法の見直しと全体像の把握に重点をおき、

③によっても得られないデータについては仮置きして作業を進める。 

⑤ 今後このデータを有効活用するための留意事項として、試算結果の妥当性や使用する品目

別データの精査の必要性について考察を加える。また、将来的な方法論の改善や、より

妥当なデータが入手できた時点で修正ができるよう、推計手順を明確にしておく。 

 

ただし、検討会では品目別フローの推計方法に関する十分な議論を行えなかったことから、

本報告書においては、推計方策の検討結果を試案として提示することとした。 

 



 

 

（２）推計に係る前提条件 

① 食品の分類 

流通フローの描写に際しては、品目ごと流通特性を反映し得る統計データとして「農林水

産統計：平成 19 年食品産業活動実態調査（国内事業所調査）」で分類されている５類型（野菜・

果実・水産物・畜産物・加工食品）及び全食品の合計値（食品計）の「業種別・仕入先別仕入額」

のデータを活用した。 

 

② 工程間の流通量の試算と工程ごとの付加価値分の補正 

「農林水産統計：平成 19 年食品産業活動実態調査（国内事業所調査）」の「業種別・仕入先別

仕入額」を用いて、「生産⇒製造」「製造⇒卸売」等の流通量を試算する。ここで、工程間で双向

の流れがある場合には、流通量を差し引きして流れの多い方を上流とした（図 3-1 の緑色の矢印）。 

その際、流通段階に応じて一定のサービス量に相当するものが発生することから、「平成 19 年

度農業・食料関連産業の経済計算」の「（参考）食用農水産物の生産から飲食料の最終消費に至る

流れ（平成 17 年）」に示された飲食費の帰属額を用いて段階別の付加価値額を設定し、補正した。 

 

生産
6.9%

164,678

製造
12,473,435 7,010,070

26.3% 56.2% 55.8%
3,280,513 1,331,745

16.0%
8,093,045

卸売
14,412,579 50,581,532

404,652
0.8% 3.7%

38.1% 981,475 10.9%
19,271,564 260,144

11.7% 小売

3,103,583 80.9% 21,150,178 26,526,348
21,459,816

3,004,346

1.5%

187,102 外食

26.1% 2,386,640
622,913

 

図 3-1 食品の業種別仕入額に基づく流通フロー（金額ベース） 

※１ 網掛けのデータの出所：農林水産統計：平成 19 年食品産業活動実態調査（国内事業所調査）の「国内産食品の業種（小

分類）別仕入額及び仕入先別仕入額割合」（p.34 (1)食品計） 

※２ 青字・青色矢印：食品製造業の仕入先別仕入額割合，赤字・赤色矢印：食品卸売業の仕入先別仕入額割合 

   橙字・橙色矢印：食品卸売業の仕入先別仕入額割合，黒字・黒色矢印：外食産業の仕入先別仕入額割合 



 

 

表 3-1 飲食費の帰属額＊ 

 

 

 
国産農水産物 食品製造業 

食品流通 
外食産業 

卸売※１ 小売※１ 

帰属額（抜粋） 9,426 19,188 12,668 12,668 13,186 

国産農水産物

を 100 とした

ときの各段階

の付加価値増

加割合 

100 304 438 572 712 

 
製造⇒卸売※２： 144 

  

  
製造⇒小売※２：189 

  

  
卸売⇒小売※３： 131 

 
※１：食品流通業については「卸売」と「小売」の工程を 1/2 ずつに配分 

※２：「製造」⇔「卸売」 ： 438／304 ＝ 144 

※３：「卸売」⇔「小売」 ： 572／304 ＝ 189 

※４：「製造」⇔「小売」 ： 572／438 ＝ 131 

＊「飲食費の帰属額」とは、飲食料の最終消費額（73.6兆円）が各産業（または物）に帰属する消費額を示したものである。 

 

③ 仕入額から出荷額への換算 

前後の段階からの仕入額を合計して「出荷額」を試算した。 

 

164,678 1.3%

生産
出荷額 981,475

12,519,712 7.8%
8,093,045

3,280,513 26.2% 64.6%

製造
出荷額 7,010,070 2.0%

24,426,996 28.7% 164,678
14,412,579

59.0%
260,144

卸売 1.2% 87.0%

3,004,346 出荷額 7,010,070
12.3% 21,410,321

21,150,178
98.8% 3.2%

260,144

小売
出荷額

622,913 622,913
7.7%

外食
購入額

※出荷額は、業種間の販売・購入の合計金額 8,057,805

 

図 3-2 食品の業種別仕入額に基づく流通フロー（金額ベース） 

※１ 青字：食品製造業から各工程への出荷額及び出荷割合，緑字：食品卸売業から各工程への出荷額及び出荷割合 

   黒字：食品卸小売業から各工程への出荷額及び出荷割合，赤字：外食産業における各工程からの仕入額及び仕入割合 



 

 

④ 金額と重量の換算 

流通フロー及び工程別の廃棄量に関して、金額と重量への換算係数は、品目別のデータが得ら

れるものについてはそれを使用し（表 3-2）、得られないものについては表 3-3 の値を使用した。 

 

表 3-2 重量あたりの出荷額（換算係数：個別データが入手できたもの） 

区分 数値 出所 

野菜 0.19 百万円/トン 2009 年版食品流通ハンドブック（野菜の卸売価格：平成

20 年度） 

果実 0.27 百万円/トン 2009 年版食品流通ハンドブック（果実の卸売価格：平成

20 年度） 

畜産物(豚肉) 0.45 百万円/トン 2009 年版食品流通ハンドブック（豚肉の卸売価格：平成

19 年度） 

水産物 0.82 百万円/トン 2009 年版食品流通ハンドブック（水産物の 10 都市中央

卸売市場の卸売価格：平成 18 年度） 

 

表 3-3 食料の重量あたりの出荷額（換算係数：その他の品目） 

区分 数値 出所 

食品流通量（重量） 

［A］ 

74,558 

千トン/年 

H20 報告書の表 5-4 食料需給表の「粗食料重量」 

食料出荷額 

［B］ 

91,967,964 

百万円/年 

H19 食品産業活動実態調査（国内事業所調査）より、

「食品産業の仕入額（計）」 

重量あたりの出荷額 

［B/A］ 

1.23 

百万円/トン 

 

 

⑤ 食品分類別の金額・数量の試算 

流通フローから、食品分類別の数量食品流通量・廃棄量を試算するための統計データとしては、

表 3-4 の値を使用した。 

 

⑥ 各工程における「食品廃棄物の発生要因別の比率」の取り下げ 

前年度調査では、製造工程での「製造副産物：見込生産量」が、どの品目も一律に「94：6」に

設定されているが、この値の信頼性・根拠が不明確であることから、今年度の見直しでは分けな

い値として表示した。 

 

⑦ 輸入食料の取り扱い 

輸入食料については含めないこととした。 

 



 

 

 
流通割合設定 
（食品産業活動実

態調査の品目(案)） 

 
品目独自の統計データ （資料・出所） 

廃棄量データ 

製造 卸売 小売 外食 

①弁当・お
にぎり 

食品計 惣菜製造業・中食商品等の出荷額 
（すし・弁当） 

外食産業統計資料
集 2009版 

表 3-4※１ 

C 社 
表 3-5※１ 表 3-6※１（共通原単位）  

②調理ﾊﾟﾝ､
食ﾊﾟﾝ 

食品計 パン類生産量（食パン・菓子パン・
学校パン・パン粉） 
惣菜製造業・中食商品等の出荷額 
（サンドイッチ・調理パン） 

食品産業統計年報 
H21版 p.59 
外食産業統計資料
集 2009版 

表 3-4※１ 
A,C,F,G,K社 

 表 4-1※１ ﾄﾞﾗｲ+ﾍﾞｰｶﾘｰ 
H18調査（店内ﾍﾞｰｶﾘｰ･ｻﾝ
ﾄﾞｲｯﾁ）※２ 

 

③麺類 加工食品 
めん類生産量（生めん・乾めん・即
席めん・マカロニ･スパゲッティ） 

食品産業統計年報 表 3-4※１ 
F 社 

 表 4-1※１ 和日配  

④コロッケ 加工食品 
冷凍食品生産量（調理食品－フライ
類－コロッケ） 

食品産業統計年報   表 4-1※１ ｺﾝｾ 7  

⑤豆腐 
加工食品 大豆製品生産量（原料大豆重量） 

豆腐・凍豆腐・油揚げ類の出荷額 
重量あたりの価格 

食品産業統計年報 
 

  表 4-1※１ 和日配  

⑥レタス 野菜 野菜の卸売市場における卸売数量 
（野菜総量） 

食品流通ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ   表 4-1※１ 青果 
H18調査（青果）※２ 

 

⑦柑橘類 果実 果実の卸売市場における卸売数量 
（国産果実総量） 

食品産業統計年報   表 4-1※１ 青果  

⑧豚肉 畜産物 
農産物生産量（畜産物－豚肉） 
豚肉の産地・卸売・小売価格 

食品産業統計年報 
食品流通ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 

  表 4-1※１ 精肉 
H18調査（精肉）※２ 

 

⑨鶏卵 畜産物 
農産物生産量（畜産物－鶏卵） 
 

食品産業統計年報     

⑩牛乳 畜産物 
生乳生産量と用途別処理量 
牛乳生産量（牛乳・加工乳） 

食品流通ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 
食品産業統計年報 

表 3-4※１ 
E,I社 

   

⑪鮭 
水産物 水産物 10 都市中央卸売市場の卸売

数量（さけ類又は総数）、水産物の流
通段階別価格（水産物平均） 

食品流通ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 
食品産業統計年報 

  表 4-1※１ 鮮魚 
H18調査（鮮魚）※２ 

 

⑫ツナ缶詰 加工食品 加工食品の生産量（缶詰－水産） 食品産業統計年報  表 3-5※１   

⑬しょうゆ 加工食品 
加工食品の生産量（調味料－醤油） 食品産業統計年報 表 3-4※１ 

E,I社 
表 3-5※１   

⑭茶系飲料 加工食品    表 3-5※１   

表 3-4 発生状況の推計に使用可能な品目別データの例 

※１ 平成 20 年度食品廃棄物等の発生抑制対策推進調査業務報告書 平成 21 年 3 月 

※２ 平成 18 年度循環型社会形成推進基礎調査（食品廃棄物の発生抑制に関する調査報告書）平成 19 年 3 月 



 

 

３－２ 食品廃棄物等の発生状況 

 

（１）試算結果 

① 品目別の流通フロー（係数） 

（ア）食品計 

※製造段階を100としたときの各段階の流通割合

生産 生産段階から 4
Ａw
382 生産段階から 24 0

生産段階から 200 食品製造から

製造 29
生産段階 Ｂw

から 100 食品製造から
100 12 卸売から

卸売 3
食品製造から Ｃw

59 259
卸売から

256 小売
Ｄw
292

小売から

3 外食
Ｅw

39

廃棄量 ｂ 廃棄量 ｃ 廃棄量 ｄ 廃棄量 ｅ

33 0.04 23 0.0

33% 0.01% 7.8% 0.1%
調理屑 16.81

見込み在庫 5.91  

（イ）加工食品 

※製造段階を100としたときの各段階の流通割合

生産 生産段階から 3
Ａw
204 生産段階から 19 0

生産段階から 62 食品製造から

製造 21
生産段階 Ｂw

から 100 食品製造から
100 12 卸売から

卸売 3
食品製造から Ｃw

68 130
卸売から

127 小売
Ｄw
158

小売から

1 外食
Ｅw

27

廃棄量 ｂ 廃棄量 ｃ 廃棄量 ｄ 廃棄量 ｅ

33 0.02 12 0.0

33% 0.01% 7.8% 0.1%
調理屑 0.61

見込み在庫 0.07  



 

 

（ウ）野菜 

※卸売段階を100としたときの各段階の流通割合

生産 生産段階から 0.1
Ａw
123 生産段階から 9.1

生産段階から 13.7 食品製造から

卸売 0.8
生産段階 Ｃw

から 100 食品製造から
100 98.8 卸売から

製造 1
食品製造から Ｂw

0.4 14
卸売から

14 小売
Ｄw
121

小売から

1 外食
Ｅw

3

廃棄量 ｃ 廃棄量 ｂ 廃棄量 ｄ 廃棄量 ｅ

1.9 0.000 1.2 0.00

2% 0.002% 1.0% 0.1%
調理屑 0.87

見込み在庫 0.30  

 

（エ）果実 

※卸売段階を100としたときの各段階の流通割合

生産 生産段階から 0.1
Ａw
112 生産段階から 5.3

生産段階から 6.5 食品製造から

卸売 1.5
生産段階 Ｃw

から 100 食品製造から
100 97.7 卸売から

製造 2
食品製造から Ｂw

0.8 7
卸売から

5 小売
Ｄw
108

小売から

2 外食
Ｅw

6

廃棄量 ｃ 廃棄量 ｂ 廃棄量 ｄ 廃棄量 ｅ

2.7 0.003 1.5 0.01

3% 0.043% 1.4% 0.1%
調理屑 1.12

見込み在庫 0.39  



 

 

（オ）水産物 

※卸売段階を100としたときの各段階の流通割合

生産 生産段階から 1.1
Ａw
115 生産段階から 4.0

生産段階から 12.6 食品製造から

卸売 18.5
生産段階 Ｃw

から 100 食品製造から
100 70.6 卸売から

製造 3
食品製造から Ｂw

10.9 24
卸売から

21 小売
Ｄw
95

小売から

4 外食
Ｅw

27

廃棄量 ｃ 廃棄量 ｂ 廃棄量 ｄ 廃棄量 ｅ

8.1 0.002 4.0 0.03

8% 0.009% 4.2% 0.1%
調理屑 2.20

見込み在庫 0.02  

 

（カ）畜産物 

※卸売段階を100としたときの各段階の流通割合

生産 生産段階から 0.7
Ａw
219 生産段階から 8.8

生産段階から 42.7 食品製造から

卸売 16.2
生産段階 Ｃw

から 100 食品製造から
100 80.2 卸売から

製造 7
食品製造から Ｂw

3.5 46
卸売から

39 小売
Ｄw
128

小売から

11 外食
Ｅw

36

廃棄量 ｃ 廃棄量 ｂ 廃棄量 ｄ 廃棄量 ｅ

4.5 0.002 3.0 0.03

4% 0.005% 2.3% 0.1%
調理屑 1.99

見込み在庫 0.98  



 

 

（２）発生状況の推計に関する留意事項 

 

今年度は、６類型の食品流通フローを描くことにより、「食品廃棄物等の発生状況（食品フロー）」

を推定した。推定を行うに際しての方針については p.6 に示した通りであるが、一連の推定作業

を通して課題も多く見出された。今後、流通フローを改善するにあたっての留意点を以下に示す。 

 

①目的に応じた対象品目・段階の抽出 

 発生状況の調査では、「発生抑制のための基礎データとして、各段階でどのくらいの廃棄ロ

スが、どのような理由（要因）により発生しているか」をできる限り明らかにすることが

有効である。具体的には、 

   ・業種別の視点から、どの品目の廃棄割合が高いか（削減の余地があるか） 

  ・品目別の視点から、どの工程からの廃棄割合が高いか（削減の余地があるか） 

の２つの視点から解析することが必要と考えられる。 

 今年度の調査では、「農林水産統計：平成 19 年食品産業活動実態調査（国内事業所調査）」

における６分類について、類型別の特徴を把握したが、上記の目的を達成するためには、

品目や工程を絞った、より具体的な調査を行うことが必要であると考えられる。 

 

②品目の細分化を行うに際しての課題 

 食品の流通形態は品目により異なることから、今回の調査では「野菜」「果実」「水産物」

「畜産物」「加工食品」「食品計」の流通フロー（割合）を推定した。この結果、「野菜」「果

実」等の一次生産品目については、対応する流通フローを抽出しやすいが、レトルト食品

や弁当・惣菜等に関しては、どの類型のフローが実態に近いかを検討する必要がある。 

 また、具体的な発生抑制対策を検討するためには、例えば「畜産物」の中でも「精肉」と

「鶏卵」と「牛乳」では流通フローが異なることから、品目別の今後、品目を細分化する

とともに、関係者へのヒアリング等を行って、フローの形式を実態に近づけることが有効

である。 

 

③金額から重量への換算に関する留意点 

 金額と重量との換算係数については、工程ごとの付加価値分の補正が必要であると考えら

れるが、流通フロー（割合）の収支がとれるように、現時点では品目ごとに表 3-2 及び表

3-3 の値を一律で使用している。 

 なお、工程ごとに換算係数を設定する場合には、水分の影響についても留意すべきと考え

られる（例えば、米から米飯となる際には重量で約２倍となる）。 

 

④食品分類ごとの流通フロー（推計結果）に見られた特徴 

 今年度の調査では、「農林水産統計：平成 19 年食品産業活動実態調査（国内事業所調査）」

の「業種別・仕入先別仕入額」を用いて「生産⇒製造」「製造⇒卸売」等の流通量を試算し

た。ここで、工程間で双向の流れがある場合には、流通量を差し引きして流れの多い方を

上流とした。この結果、「食品全般」「食品加工」については「生産→製造→卸売→小売（→



 

 

外食）」、「野菜」「果実」「水産物」「畜産物」については「生産→卸売→製造→小売（→外

食）」という順番となった。この点においては、品目別の特徴が表現できていると考えられ

る。 

 今回は、「生産」の次の段階（「製造」又は「卸売」）を 100 としたときの各段階の流通割合

で表現した。この結果、小売段階からの廃棄率は、「野菜」「水産物」といった一次産品の

フローに比べて、「加工食品」からの発生割合が高いという傾向が見られた。具体的な数値

については今後精査が必要であるが、こうした表現方法を行うことは、環境負荷の高い工

程・品目の解析に有効であると考えられる。 

 

 

 

 


